


事業概要

1. 期間

開始：2025年10月

終了（予定）：2028年3月

2. 最終目標

本研究では、大型液体アンモニア貯槽及び液体アンモニアパイプラインから漏洩し
たことを模擬した拡散実験を行い、当該データによりバリデーションの取れた適切な
影響評価を行うためのシミュレーション手法を確立すること、及び当該シミュレーショ
ンによる評価方法のガイドラインを整備する。

3.成果・進捗概要

本事業では、小規模実験による予備実験を実施し、その後海外での大規模実験
を行うこととしている。2025年度は小規模実験に向けた仕様調整、実施事業者
の公募、実験準備を行った。
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参考 海外の主なアンモニア事故事例
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注）本資料はWeb上の報道情報等公開情報を基にKHKが取りまとめたもの。

発生年 事故概要 人的被害

1989年 リトアニアの液体アンモニアタンク破裂による大量漏洩 死者7名、負傷者57名

1992年 ダカール(セネガル)のピーナッツオイル精製工場の液体
アンモニアタンク破裂漏洩事故

死者129名、負傷者1,150名

2002年 米国ノースダコタ州の貨物列車脱線によるアンモニア
漏洩

死者１名、重傷11名、軽傷
322名

2004年 米国カンサス州の液体アンモニアパイプライン破断漏
洩事故
*2016年にも米国ネブラスカ州で同様の事故が発生（死者1
名、負傷者2名)

死傷者なし。小川の魚2.5万匹
以上が死亡

2010年 米国アラバマ州の冷凍鶏肉輸出施設で冷凍システム
内の油圧衝撃により配管が損傷した事故

曝露152名、うち入院32名
うち重傷4名

2012年 米国ミネソタ州で圃場のアンモニア散布装置のホース
が破裂し漏洩事故

被害なし。

2017年 米国イリノイ州の食品製造工場内で、冷媒のアンモニ
アが漏洩し、爆発火災が発生

2名入院。

2024年 米国バージニア州の食品加工工場で、誤操作による
アンモニア漏洩事故

病院搬送40名うち４名入院、
１名重傷





１．事業の位置付け・必要性（意義・必要性）
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✓日本国内において、万が一の漏洩事故に備えてデータに基づく保安の
検討が必須。そのために、

1. 液体アンモニアの大量漏洩を想定した影響評価を行うための手法を
確立

2. 当該手法を用いた影響評価を一般的に活用いただくためのガイドラ
インを取りまとめる

• アンモニアガスは、空気中の水分を取り込んで空気よりも高密度ガスとなり広範
囲に輸送されるなど複雑な挙動を示すため、流体解析による詳細なシミュレー
ションモデルを構築しその影響評価を行う必要がある

• シミュレーションモデル構築のために、想定されるスケールの評価に見合う大規
模漏洩実験でのデータを獲得する必要がある

【課題】





2 ．研究開発マネジメントについて
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✓ 2030年までに技術基準として整備し、本格的な普及フェーズを迎える2030年以降の投資決
定に向けて、現時点で着手する必要があると認識しており、適切かつ合理的な安全性の評価、
防災対策の検討に貢献することを目指す

✓国内基準を整備しつつ、ISOなどの動向を踏まえて国際標準化の議論をリードすることを念頭
にデータを用意





３．研究開発成果について
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2025年度は小規模実験に向けた仕様調整、実施事業者の公募、実験準備を行った。

貯液プールからの拡散、および配管からの漏洩実験を東京湾の第二海堡にて実験を行う
ことを決定した。

図 貯槽からの漏洩を想定した貯液プールからの拡散実験仕様

貯液用パン
✓ 内寸50 cm × 50 cm × 高さ(20 cm 以上)の容器
✓ 内寸100 cm× 100 cm × 高さ(20 cm 以上)の容器
底面は、モルタルとし、熱電対を三点（深さ違い）埋め込む



３．研究開発成果について
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図 パイプラインからの漏洩を想定した配管からの拡散実験仕様

漏洩槽は、底面50 cm四方×高さ70cm以上とする。
液体アンモニアのパイプラインからの漏洩を想定して、ピンホールから
噴出した液体アンモニアの蒸発・拡散実験を実施し、アンモニアの
拡散濃度分布を計測する。流体の仕様は低圧から中圧までとし、
低圧での実験を経て安全性を確認した上で中圧での実験を実施
する。また、設置仕様は、地上、土中（砂中）及び水中とする。

2025年度は小規模実験に向けた仕様調整、実施事業者の公募、実験準備を行った。

貯液プールからの拡散、および配管からの漏洩実験を東京湾の第二海堡にて実験を行う
ことを決定した。



４．今後の見通しについて
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✓ 2025年度から2027年度までの3か年で事業を完遂する

✓小規模実験は2026年度第1四半期までに実施予定、2027年度上期の大規模実験の実
施予定として、実施先との場所の仮確保、仕様の準備調整を進めている




